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議案第 56 号 

 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

 本市は、鎌倉文学館本館改修及び増築等工事について、随意契約

により、次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

   令和８年（2026年）９月24日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

 

１ 工 事 名 称  鎌倉文学館本館改修及び増築等工事 

 

２ 工事施行位置  鎌倉市長谷一丁目５番３号 

 

３ 契 約 金 額  2,431,880,000円 

 

４ 契 約 者  横浜市神奈川区鶴屋町二丁目20番地１ 

          ＹＴＵビル 

          松井建設株式会社 横浜営業所 

          所長 白 崎 武 治 
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十億 百万 千 円

鎌倉市御成町18番10号

受注者 横浜市神奈川区鶴屋町二丁目20番地1　ＹＴＵビル

松井建設株式会社 横浜営業所

所　　長　 　白 崎　武 治

8 8

鎌 倉 市

鎌倉市工事請負契約約款の定めるところにより、工事請負契約を締結する。

　本契約を証するため本書を電磁的に作成し、発注者及び受注者が合意を証する

　上記の工事について発注者を「鎌倉市」とし、

電磁的措置を執った上、双方保管するものとする。

発注者

受注者を「 松井建設株式会社   横浜営業所 」とし、

1

\ 2 1

市 長 松 尾 崇

04
請 負 代 金 額

2

3

2

工 事 請 負 仮 契 約 書

工  事  名  称

工  事  場  所

鎌倉文学館本館改修及び増築等工事

鎌倉市長谷一丁目５番３号

00 0

0 0 0

0 8 0

契約の履行保証 鎌倉市工事請負契約約款第５条による（役務的履行保証）

請求の方法
　受注者は、請負代金額の請求に当たっては、請求金額、請求日等必要な事
項をすべて受注者が記入した請求書を発注者に提出するものとします。

　この仮契約書は、鎌倉市議会の議決を経たとき本契約書に切り替わるものとします。
　この場合発注者は、議決された旨の通知書を受注者に送付し、工事期間については、当該通
知書に記載のとおりとします。
　ただし、受注者（共同企業体の場合はその構成員を含む。）が本契約締結までの間に地方自
治法施行令第167条の４若しくは第167条の11の規定に基づく入札参加資格の制限を受けた場合
又は鎌倉市入札指名停止等取扱基準に基づく指名停止等の措置を受けた場合には、この契約は
解除し本契約を締結しないものとします。
　この場合において、発注者に損害が生じたときは、受注者はこれを賠償するものとし、受注
者に損害が発生したときは、受注者は発注者に賠償請求できないものとします。

うち取引に係る消費税額
及び地方消費税額 \

「参　考」
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議案第 57 号 

 

工事請負契約解除に係る和解について 

 

 本市と受注者との間で協議してきた、鎌倉地域漁業支援施設防波

堤工事に係る工事請負契約の解除について、次のとおり和解するた

め、議会の議決を求める。 

 

   令和８年（2026年）９月24日提出 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 

 

１ 当事者 

  鎌倉市（以下「甲」という。） 

       

  受注者 横須賀市金谷２丁目２番10号 

      ユタカ建設株式会社 

      代表取締役 勝 村 知 由（以下「乙」という。） 

 

２ 和解の要旨 

⑴ 乙は、乙が甲に対して令和８年（2026年）４月23日付で行い

同月28日に甲に到達した原契約の解除の意思表示を撤回し、甲

は、これに同意する。 

⑵ 甲は、甲が乙に対して令和８年（2026年）５月21日付で行い

同月22日に乙に到達した原契約の解除の意思表示を撤回し、乙

はこれに同意する。 

⑶ 甲及び乙は、令和８年（2026年）４月28日をもって、原契約

を合意解除する。 

⑷ 甲及び乙は、甲が乙に対して支払った前払金の額から、乙が

原契約の履行に関して要した費用を差し引いた121,885,259円

を、乙が甲に対し支払う義務を負うことを確認する。 

⑸ 乙は、甲に対し、前項に定める金員（121,885,259円）を、

本和解合意書の効力発生日の翌日から起算して30日以内に、次

の口座に振り込む方法により支払う。振込手数料は乙の負担と

する。 
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【振込先】スルガ銀行0150 鎌倉支店230 普通預金１ 0170319 

     口座名義 鎌倉市会計管理者 山村 直人 

          （ｶﾏｸﾗｼｶｲｹｲｶﾝﾘｼﾔ ﾔﾏﾑﾗ ﾅｵﾄ） 

⑹ 乙は、本和解合意書の効力発生日の翌日から起算して30日以

内に、公共工事履行保証契約の解約手続を行う。 

⑺ 乙は、前項の保証契約に基づき乙が支払った保険料について、

解約による保険料の返戻の有無及びその額が確定した場合は、

直ちに、甲に対し、当該事実及び当該額を証する資料を提出し

て通知する。 

⑻ 乙は、前項の返戻金がある場合は、甲に対し、甲が前項の通

知を受領した日の翌日から起算して30日以内に、当該返戻金の

額を、⑸に定める口座に振り込む方法により支払う。振込手数

料は乙の負担とする。 

⑼ 甲及び乙は、本件に関し、甲及び乙の間には、本和解合意書

に定めるもののほか、何らの債権債務がないことを相互に確認

する。 

 

３ 事件の概要 

 本件は、鎌倉地域漁業支援施設防波堤工事に係る工事請負契約

の解除について、甲と乙の間で協議してきたものである。 

 甲と乙が相互に原契約の解除の意思表示を撤回し、令和８年

（2026年）４月28日をもって原契約を合意解除し、清算を行うこ

とで和解を図ろうとするものである。 
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仮和解合意書 

鎌倉市（ 以下「 甲」 と いう 。） 及びユタ カ 建設株式会社（ 以下「 乙」 と いう 。） は、 甲及

び乙の間で令和７ 年（ 2025 年） ６ 月 27 日に締結し た鎌倉地域漁業支援施設防波堤工事に

係る契約（ 以下「 原契約」 と いう 。） に関し 、 次のと おり 合意する。 なお、 用語の定義は原

契約の例による。  

 

第１ 条 乙は、 乙が甲に対し て令和８ 年（ 2026 年） ４ 月 23 日付で行い同月 28 日に甲に

到達し た原契約の解除の意思表示を撤回し 、 甲は、 こ れに同意する。  

２  甲は、 甲が乙に対し て令和８ 年（ 2026 年） ５ 月 21 日付で行い同月 22 日に乙に到達

し た原契約の解除の意思表示を撤回し 、 乙はこ れに同意する。  

３  甲及び乙は、 令和８ 年（ 2026 年） ４ 月 28 日をも っ て、 原契約を合意解除する。  

 

第２ 条 甲及び乙は、甲が乙に対し て支払っ た前払金の額が 142, 560, 000 円であるこ と を

確認する。  

２  甲及び乙は、 乙が原契約の履行に関し て要し た費用が 20, 674, 741 円であるこ と を確

認する。  

３  甲及び乙は、 乙が甲に対し 、 第１ 項の前払金 142, 560, 000 円から 前項の 20, 674, 741

円を差し 引いた 121, 885, 259 円を支払う 義務を負う こ と を確認する。  

４  乙は、 甲に対し 、 前項に定める金員（ 121, 885, 259 円） を、 第７ 条に定める本和解合

意書の効力発生日の翌日から 起算し て 30 日以内に、 次の口座に振り 込む方法により 支

払う 。 振込手数料は乙の負担と する。  

【 振込先】  スルガ銀行 0150 鎌倉支店 230 普通預金１  0170319 

口座名義 鎌倉市会計管理者 山村 直人（ ｶﾏｸﾗｼｶｲｹｲｶﾝﾘｼﾔ ﾔﾏﾑﾗ ﾅｵﾄ）  

 

第３ 条 乙は、 第７ 条に定める本和解合意書の効力発生日の翌日から 起算し て 30 日以内

に、原契約の履行に関し あいおいニッ セイ 同和損害保険株式会社と の間で締結し た公共

工事履行保証契約の解約手続を行う 。  

２  乙は、前項の保証契約に基づき乙があいおいニッ セイ 同和損害保険株式会社に対し て

支払っ た保険料について、前項の解約による保険料の返戻の有無及びその額が確定し た

場合は、 直ちに、 甲に対し 、 当該事実及び当該額を証する資料を提出し て通知する。  
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３  乙は、 前項の返戻金がある場合は、 甲に対し 、 甲が前項の通知を受領し た日の翌日か

ら 起算し て 30 日以内に、 当該返戻金の額を、 前条第４ 項に定める口座に振り 込む方法

により 支払う 。 振込手数料は乙の負担と する。  

 

第４ 条 乙は、 甲に対し 、 甲から 引渡し を受けた支給材料、 貸与品、 書類（ 電子データ を

含む。 以下同じ 。） その他の物を、 第７ 条に定める本和解合意書の効力発生日の翌日か

ら 起算し て 14 日以内に、 乙の負担において返還し 、 又は破棄する。  

２  前項の対象及び返還又は破棄の方法については別途協議の上、 決定する。  

３  乙は、 甲から 引渡し を受けた支給材料、 貸与品、 書類その他の物に係るコ ピー又は複

製物を有すると き は、 こ れら を破棄する。  

 

第５ 条 甲及び乙は、 第１ 条第３ 項の定めによる原契約の合意解除の後も 、 原契約に係る

鎌倉市工事請負契約約款のう ち、 第１ 条≪総則≫第４ 項、 第９ 条《 特許権等の使用》 及

び第 29 条《 第三者に及ぼし た損害》 の定めが引き続き 効力を有するこ と を確認する。  

 

第６ 条 甲及び乙は、 本件に関し 、 甲及び乙の間には、 こ の書面に定めるも ののほか、 何

ら の債権債務がないこ と を相互に確認する。  

 

第７ 条 こ の仮和解合意書は仮契約であり 、地方自治法第 96 条第１ 項第 12 号に基づき 鎌

倉市議会の議決を経たと きに本和解合意書と し て効力を生じ る。  

 

 

以上のと おり 合意し たこ と を証するため、 本書を電磁的に作成し 、 甲及び乙が合意を証

する電磁的措置を執っ た上、 双方保管する。  

 

 

 

甲： 神奈川県鎌倉市御成町 18 番 10 号 

鎌倉市 

市長     松尾  崇 

 

乙： 神奈川県横須賀市金谷２ 丁目２ 番 10 号 

ユタ カ 建設株式会社 

代表取締役   勝村 知由 
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日付 事象 備考

2025.5.21 仮契約締結

2025.6.27 本契約締結（市議会令和７年６月定例会） ・工期2025.6.27~2028.2.2

2025.8.1～9.7 工事説明会

2025.9.2 工事打合簿 ・施工ヤードの施行について

2025.10.22 設計図書の変更について通知 ・変更図面の通知

2025.10.22 協議書通知 ・変更金額に係る協議

2025.10.23 請負代金額の変更について受領 ・変更金額に係る同意

2025.11.11 設計変更に係る仮契約締結 ・10,637,000円増額変更

2025.12.8～12．19 現場作業（草刈・深浅測量・試掘・現場事務所設置）

2025.12.16 議案継続審査（市議会令和７年12月定例会） ・総務常任委員会

2026.1.13 議案取り下げ（市議会令和８年1月臨時会）

2026.1.15～３.12 契約の履行及び解除について協議 ・対面及び電話等による協議

2026.3.17 通知書の受理（3/16付け） ・質問事項の通知書収受

2026.4.9
「令和８年３月16日付け通知書に対する回答」（鎌道整第
30号）

・契約履行の意向確認通知書送付

2026.4.10 通知書の受理（4/9付け） ・3/16付け質問に係る催促通知収受

2026.4.28 通知書の受理（4/23付け） ・契約解除の通知書収受

2026.5.21 通知書の送付（5/21付け、5/22到達） ・契約解除の通知書送付

2026.6.10～９.１０ 契約の取扱いに係る協議

経過書

｢参考｣ 
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議案第 58 号 

 

令和８年度鎌倉市一般会計 

     補正予算（第５号） 

 

 令和８年度鎌倉市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ302,486千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ86,469,043千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の補正は、「第２表 継続費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和８年（2026年）９月24日提出 

 

 

鎌倉市長 松 尾  崇 
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60 6,093,634 △226,864 5,866,770

10 県補助金 2,053,025 △226,864 1,826,161

80 967,513 △7,622 959,891

5 繰越金 967,513 △7,622 959,891

90 6,180,600 △68,000 6,112,600

5 市債 6,180,600 △68,000 6,112,600

86,771,529 △302,486 86,469,043

県支出金

繰越金

市債

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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30 1,039,013 △302,486 736,527

5 農業水産業費 1,039,013 △302,486 736,527

86,771,529 △302,486 86,469,043

歳　　出

農林水産業費

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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05
農 業 水
産 業 費

事業名 総　額 年度 年 割 額

788,149

12 479,087

13 11,114

9 569,946

10

鎌倉地域漁業支援施設整備工事事業
農 業 水
産 業 費

千円

6,588

13 9,681

3,784,346

60,181

553,335

8

9 9,658

11 1,382,715

8

千円

11 11,418

12 12,298

10 10,538

鎌倉地域漁業支援施設整備工事監理業務委託事業

第２表 継続費補正

１ 追　加

款 項

30
農林水
産業費

30
農林水
産業費

05
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7 390,015 7 390,015

千円

0

390,0151,505,223

26,588 16,128

10,460 9 -

30
農林水
産業費

05
農 業 水
産 業 費

鎌 倉 地 域 漁 業
支援施設護岸等
整 備 工 事 監 理
業 務 委 託 事 業

0

-

0

6,588 6,5887 7

8 9,540 8 9,540

9

6 6

8 574,548 8

9 540,660 9

千円

30
農林水
産業費

05
農 業 水
産 業 費

鎌 倉 地 域 漁 業
支援施設防波堤
整 備 事 業

千円 千円

２ 変　更

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

総　額 年度 年 割 額 総　額 年度 年 割 額
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千円 千円

9 666,719

10 920,355

千円

8 287,861

千円

0

2,158,782 -

- -

11 283,847 - -

- -

- -

--7

30
農林水
産業費

05
農 業 水
産 業 費

鎌 倉 地 域 漁 業
支援施設護岸等
整 備 事 業

３ 廃　止

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

総　額 年度 年 割 額 総　額 年度 年 割 額
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１　変　更

起債の方法 利　率 償還の方法 起債の方法 利　率 償還の方法

漁港整備事業費 193,900

普通貸借また
は証券発行。
事業の進捗等
により起債の
全部または一
部を翌年度に
繰り越して起
債することが
できる。

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金につ
いては、その
貸付条件によ
り、銀行その
他の場合に
は、借入れの
日から据置期
間を含め、30
年以内に償還
する。なお、
市財政の都合
により据置期
間及び償還期
限を短縮し、
もしくは繰上
償還または低
利に借換えす
ることができ
る。

125,900

普通貸借また
は証券発行。
事業の進捗等
により起債の
全部または一
部を翌年度に
繰り越して起
債することが
できる。

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

政府資金につ
いては、その
貸付条件によ
り、銀行その
他の場合に
は、借入れの
日から据置期
間を含め、30
年以内に償還
する。なお、
市財政の都合
により据置期
間及び償還期
限を短縮し、
もしくは繰上
償還または低
利に借換えす
ることができ
る。

合　　計 6,180,600 6,112,600

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

千円 千円

第３表　地方債補正
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